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住宅防音事業補助金交
付申込書の添付書類の
うち印鑑証明書を不要
とする

平.15.7.31.施本
第1180号（CFS）
住宅防音事業事
務処理要領につ
いて（通達）

住宅防音工事に関する助成の措置
（これに準ずる措置を含む。以下
「住宅防音事業」という。）を実施
するために必要な個人情報の適正な
取扱いに関する基本的事項を定める
とともに、住宅防音事業の円滑かつ
適正な処理を図るために必要な事項
について定めている。

Ｃ -

  住宅防音工事の助成の措置は、住宅防音工事を
行う住宅の所有者又は当該住宅に関する所有権以
外の権利を有する者（以下「所有者等」とい
う。）に対する補助金の交付により行うものであ
り、個人の財産に関わる措置であることから、当
該補助金の交付の申込みが所有者等本人の意思に
基づくものであるか否かの確認が必要不可欠であ
るところ、これを簡便に確認するため、一般的に
文書の作成者が本人に相違ないことを証明するた
めに用いられている印鑑証明書を添付させている
ものである。
  他方、印鑑証明書を不要とした場合における代
替方法としては、現地調査時に申込者本人に立ち
会いを求めるとともに、身分証明書等を提示して
もらうことにより、申込者が所有者等本人か否か
確認を行った上で、当該申込みが本人の意志に基
づくものかどうか確認する方法もあるが、現地調
査は、通常平日に行うため、申込者本人が立ち会
いできないことが多々あり、この場合には、再度
本人確認等のために申込者を拘束する必要が生じ
るため、かえって負担を強いることになるなど、
印鑑証明書を不要とすることが必ずしも負担軽減
に繋がらないと考える。また、事務処理が繁雑化
するため、当該事業の円滑な実施に支障を及ぼす
ことなどが懸念される。
  以上のことから、住宅防音工事の助成に当たっ
ては、印鑑証明書は必要不可欠なものであり、こ
れを不要とすることは困難である。

　住民票謄本があれば、本
人確認を行うための印鑑証
明書は不要ではないか。ま
た、現地調査時に申込者本
人に立ち会いを求めるとと
もに、身分証明書等を提示
してもらうことにより、申
込者が所有者等本人か否か
確認を行った上で、当該申
込みが本人の意志に基づく
ものかどうか確認する方法
を本人が選択する場合に
は、印鑑証明書を不要にで
きるのではないか。右提案
主体からの意見も踏まえ、
再度検討し、回答された
い。

以下の理由により、印鑑証
明書の添付が必要不可欠と
は言えない。①交付申込書
の提出時に世帯全員が記載
されている住民票謄本も添
付することになっている
が、本市では世帯全員が記
載されている住民票謄本を
交付する際に、原則として
申請者の本人確認を行って
いる（代理人が申請する場
合は、本人が作成した委任
状の提出と代理人の本人確
認を義務付けている）た
め、この世帯全員の記載が
されている住民票謄本の受
理と現地調査をもって、交
付申請が本人の意思による
ものであることを十分確認
できる。②独立行政法人空
港周辺整備機構が実施して
いる民間空港周辺の民家防
音工事補助事業について
は、申込み時に印鑑証明書
の添付を義務付けていな
い。

Ｂ－１ Ⅳ

  当庁は、住宅防音事業補助金の交付の対象として適正かどうかを審査するため、住
宅防音工事希望者から添付書類（住民票謄本・印鑑証明書等）を添えて交付申込書を
提出していただいているところである。町田市が住民票謄本を交付する際に、謄本申
請者の本人確認を行っているとしても、当該申請者が工事希望者本人でない場合も想
定される。
  また、当庁の住宅防音事業は、国が住宅所有者等に直接補助金を交付するいわゆる
直接補助事業であり、申込みの受付方法は、住民の負担を軽減する観点から、原則と
して郵送としている。
  他方、国土交通省の住宅防音事業は、市町村や独立行政法人が補助事業者となり、
市町村等が住宅所有者等に補助金を交付するいわゆる間接補助事業であり、市町村が
窓口となって申込みの受け付けを行い、その際に本人確認を行っていることから、印
鑑証明書の添付を義務付けていないものと承知しており、当庁と国土交通省では住民
に対して補助金を交付する仕組みが相違している。
  今回の町田市からの要望を受け当庁において検討した結果、現地調査時等に申込者
本人が立ち会い、身分証明書の提示等により、本人確認を行った上で、当該申込みに
係る意思を確認する方法をとった場合には、事業の円滑な実施に支障を及ぼす事態が
生起する可能性も完全に否定できないが、必ずしも印鑑証明書の添付は要さないもの
と考えられる。
  以上のことから、印鑑証明書を交付申込書に添付する方法は維持しつつも、申込者
が現地調査時等に本人確認等を希望する場合には、身分証明書の提示等により、本人
確認を行った上で、当該申込みに係る意思を確認する方法によることとし、この場合
には印鑑証明書の添付は不要とするよう住宅防音事業事務処理要領を見直すこととす
る。
  なお、住宅防音工事の助成は、航空機騒音による障害を防止、又は軽減するため住
宅の所有者等に対し措置するものであり、特定の地域に限って事務手続の簡略化を図
る合理的理由は見当たらず、特区での対応は不可とするが、住民ニーズの多様化に対
応するという観点から、平成１８年度末までに全国的に対応することとする。
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住宅防音事業補助金交付申込書への捺印
は実印でなければならないが、認印でも
可能とし、印鑑証明書の添付を不要とす
る。

住宅防音事業補助金交付申込書への捺印は認印でも可
能とし、住宅防音工事助成を希望する世帯を拡大させ
ることにより、市民生活の安定及び在宅就労の拡大を
図るとともに、地元の住宅防音工事関連企業の経済活
動の活性化を図る。

町田市 防衛庁

2120020
自衛隊が運営する隊員
食堂の外部委託

給食の実施に関
する訓令

自衛隊の部隊等による給食業務は、
部隊運営の必要から、給食計画をは
じめ、栄養管理、調理、食堂その他
器材等の管理、及び会計事務等を隊
員により行っている。

Ｃ ー

自衛隊の活動は、主として自衛官により行われ、
有事には防衛出動等、平時には演習・訓練・災害
派遣等、部隊や艦艇を行動単位として行う必要が
あり、給食業務もこの活動の一部をなすものであ
る。このため、平素から部隊行動に必要となる調
理要員を確保し、任務として調理業務を行わせ基
本機能を確保しているところであり、駐屯地等の
給食業務を包括的に部外委託することは困難であ
る。他方、部分的な委託としては、①調理におい
て、自衛官以外の職員により行っている部分につ
いては、毎年の定年退職を機に定員削減を進めつ
つ、補充すべきポストについては費用対効果・委
託手法等の検討を行い、部外委託を行う予算を確
保してきた。（１８年度予算では、航空自衛隊防
府南基地の調理業務、配食業務の一部を部外委託
するための予算を確保した。）さらに自衛官が
行っている部分についても、部外委託を検討中で
ある。また、②献立業務及び食材の発注業務につ
いては、現在管理栄養士（医療職（二））の資格
を持つ職員が従事しているが、自衛隊の運用に支
障がないと考えられる場合には、今後定年退職者
を補充する必要がある際に部外委託への検討の余
地が出てくるものと考える。

　航空自衛隊防府南基地に
ついて、外部委託を行うた
めの予算を確保したとのこ
とだが、具体的に外部委託
される調理業務・配食業務
の内容を明示されたい。ま
た、民間企業が自衛隊基地
内の食堂業務の部分委託を
受ける際の手続きと、適格
要件を具体的に教示された
い。
　さらに、部外委託への検
討の余地が出てくるとの回
答であるが、民間に任せる
ことが可能な業務として、
具体的にどのような業務が
想定されるのか。
 右提案主体からの意見も
踏まえ、再度検討し、回答
されたい。

　給食業務の包括委託はで
きないとのご回答である
が、陸上自衛隊１６０基地
のごく一部でも民間委託は
ないと拝聞している。陸上
自衛隊の一部でも委託の可
能性はないとのご判断かお
聞きしたい。

Ｃ ー

　航空自衛隊防府南基地の部外委託される①調理業務の内容は、職員である調理員と
共同で調理を実施し隊員の給食を賄う業務であり、②配食業務の内容は、調理員が調
理した給食をそれぞれ食器に盛り付け、隊員に配食する業務である。
　委託業者は競争入札により決定することとしており、官側が提示する仕様書の要件
を充たし、かつ入札参加資格を持つ業者であれば競争入札への参加は可能である。入
札参加資格取得のために行う資格審査申請内容は、主たる事業の種類、希望する資格
の種類、製造・販売等実績などである（資格審査申請の手続きは各駐屯地等で可
能）。
　駐屯地等の給食業務を包括的に部外委託することは困難であるが、その一部につい
ては部外委託を実施してきたところであり、陸上自衛隊についても、一部の駐屯地
（小平、武山及び相浦）において調理業務の一部を部外委託しているところである。
今後も駐屯地等の特性（部外委託を導入しやすい学校・教育部隊など）を考慮しつつ
調理業務及び配食業務の一部について部外委託を検討する予定である。

　一部の駐屯地では、既に
調理・配食業務の一部部外
委託を実施しているとのこ
とだが、どのような場合に
部外委託を可能と判断して
いるか、防衛庁の給食業務
の部外委託についての基本
方針を教示されたい。

Ｃ ー

　自衛隊の活動は、主として自衛官により行われ、有事には防衛
出動等、平時には演習・訓練・災害派遣等、部隊や艦艇を行動単
位として行う必要があり、給食業務もこの活動の一部をなすもの
である。このため、平素から部隊行動等に必要となる調理要員を
確保し、任務として調理業務を行わせ基本機能（いわゆる自己完
結能力）を確保する必要があることから、駐屯地等の給食業務を
包括的に部外委託することは困難である。
　したがって、現在、給食業務の部外委託の実施に当たっては、
有事及び平時における自衛隊の部隊行動等に必要となる調理要員
及びその基本機能は前述のとおり確保しつつ、自衛隊の活動と能
力の維持に支障を与えない範囲において、部外委託を実施してい
る。
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全国各地の自衛隊基地内の隊員食堂で行
われている給食業務の民間事業者への包
括委託、更に、献立権、食材の発注権
も、豊富な管理栄養士を有し、且つ、全
国的な食材購買ｼｽﾃﾑを有する民間企業へ
付与する。

本部から全国各地の基地に到るまでの給食業務の民間
事業者への外部委託
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